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業績予想の修正および役員報酬の減額等に関するお知らせ 

 
 

 平成 23 年 11 月 9 日に公表いたしました平成 24 年 9 月期第２四半期累計期間（平成 23 年 10 月１日

～平成 24 年 3 月 31 日）の業績予想を下記のとおり修正するとともに、役員報酬の減額等を実施いた

しますのでお知らせいたします。 
 

記  
 
１．連結業績予想の修正 
 
第２四半期連結累計期間（平成 23 年 10 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日） 

  （単位：百万円） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 7,200 0 0 30 264円62銭 

今回修正予想（Ｂ） 5,000 △1,550 △1,650 △1,500 △13,230円78銭 

増 減 額（Ｂ－Ａ） △2,200 △1,550 △1,650 △1,530 － 

増 減 率（％） △30.6 － － － － 

（ご参考） 
前 期 実 績 

（平成 23 年 9 月期） 
8,338 379 349 360 3,182円20銭 

 

 

 

２．個別業績予想の修正 

 
第２四半期累計期間（平成 23 年 10 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 6,600 290 320 310 2,734円36銭 

今回修正予想（Ｂ） 4,300 △1,450 △1,450 △1,350 △11,907円70銭

増 減 額（Ｂ－Ａ） △2,300 △1,740 △1,770 △1,660 － 

増 減 率（％） △34.8 － － － － 

 
  
 
 
 



 

３．修正理由 

 

  欧州の債務問題等に端を発した世界的な景気後退によるテレビの販売不振により、顧客である液  
晶パネルメーカーの採算が大幅に悪化したほか、主要顧客にて組織の再編を含む大幅な構造変革が

行われるなど、液晶パネル業界は当初想定よりも大きく変化いたしました。 
これを受け、当社売上げの大きなウエイトを占める第１０世代用フォトマスクの需要が当社想定の

計画より大幅に遅延しました。また、第８世代以下のフォトマスクにおきましても、付加価値の高い

多階調フォトマスクをはじめとし、量産用、開発用など、特にテレビ用に使用される比較的大きな世

代のフォトマスク需要が著しく減少いたしました。その結果、売上高が前回予想を下回り、コスト削

減などにより収益確保に努めましたが、現時点において売上高・各利益とも上半期業績予想に達しな

いと想定されるため、上半期の業績予想を修正いたします。 
 

通期業績予想につきましては、上半期の売上を押し下げる要因となった第１０世代用フォトマスク

の需要が、顧客による新技術導入や新機種の展開が計画されていることなどから、下期には回復する

ことが見込まれます。また、第８世代以下のフォトマスクにおきましても、主要顧客における組織改

編の影響も落ち着いてくると予想されることや、各パネルメーカーの在庫水準も改善し稼働率が回復

してきていることから、下期の需要は回復するものと見込んでおります。これらに加え、最先端技術

を機軸とした顧客への技術サポートによる、付加価値の高い多階調フォトマスクの受注を増やすこと

により、売上を確保してまいります。 
また、各利益におきましても上記のとおり市況が回復することや大型世代の比率が増える等商品構

成の改善が見込まれることに加え、引続きコスト削減に注力し、且つ高い歩留率を維持するとともに、

研究開発・設備投資について見直しを行うことで、下半期における各利益の大幅な改善を見込んでお

ります。 
したがいまして、現時点において通期業績予想は売上高・各利益とも当初計画のまま据え置いてお

ります。 
 

  また、期末配当につきましては当初発表どおり、１株当たり 1,000 円を予定いたしております。 

 

 

 

 

４．役員報酬の減額及び収益回復に向けた諸取り組みの実施について 

 

    上期業績予想の修正を重く受け止め、経営責任を明確にすべく、３月より取締役の月額報酬を 10～20％   

減額、また、設備投資の原則凍結、研究開発費の圧縮、勤務体制の見直しによる人件費の削減等経費節減  

の諸施策を実施致します。 

 

 

 

 

 
※ 将来の事象に関わる記述に関する注意 

業績予想につきましては、発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 

今後起こりうる様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 

 
 

以上 


